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1. 副首都ビジョンでの人材（開発、育成、活躍）をどう考えるべきか
（１）人が主役の施策を考える
ー東京と異なる個性を持つイノベーション人材発掘、育成
ー成長産業化するための人材流動化
ー大阪・関西万博を機会とした労働移動の提案
ー大阪の成長産業をのばすシニアの活かし方

２．参考資料
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１．副首都ビジョンでの人材（開発、育成、活躍）をどう考えるべきか

（１）人が主役の施策を考える

グローバル化・
DX・脱炭素

採用・活用・教育

企業 終身雇用の崩壊
年金不安
働き方の変化

社会 個人

課 題

少子高齢化
Society5.0
労働生産性

ー東京と異なる個性を持つイノベーション人材発掘、育成
ー観光産業を成長産業化するための人材流動化
ー大阪・関西万博を機会とした労働移動について
ー大阪の成長産業をのばすシニアの活かし方

議論

成長産業に必要な人材育成、活躍、流入させる取り組み
挑戦する意欲の向上、インセンティブを働かせる仕組み

大阪の「人材」の課題



東京と異なる個性を持つイノベーション人材発掘、育成

地域によって違う、魅力を持つ「人」にフォーカス

⚫ 経営者、技術者、自治体リーダー、活動家、アーティスト、芸術家
「面白い人」に会いに行ける、深く話が聞ける、共創する、仕組みをつくる

⚫ 大阪のポテンシャル→歴史文化があり、人口も多く、アカデミアも集積

⚫ ビジネスで走っていないアイデア、プロセスを世の中に発信することで、
興味持っている人・企業・団体・大学機関などとマッチングし、「人」と
「プロジェクト」を育てるプラットフォームを大阪につくる

ステークホルダー
パートナー

（企業、大学）
技術相談、共同研究

ステークホルダー
投資家、金融機関

ステークホルダー
自治体

面白いことを考えている「人」と
プロジェクトを「育てる」プラットフォーム

ステークホルダー
メンター

起業家、専門家、
研究者

ステークホルダー
国内外の団体・
企業・個人

プラットフォーム＝ラボ
個人、企業で活躍している人が集まる場
プレゼンテーション、コミュニケーション

（リアル）

• プロジェクト支援者は学生、個人も参加
• 企業にとってのメリット→人材・資金・情報
• 個人にとってのメリット→魅力ある人、取り組
みを知る

• 万博までに府内に10か所くらいラボをつくる
• エクスカーションプログラムとしても活用
• 万博で得たインスピレーション共有

議論



産業を成長産業化するための人材流動化

「地域の人事部」人材シェアード会社の設置

⚫ 成長分野であり、雇用吸収力もある産業「観光」を大阪で成長産業化していく

⚫ 成長産業化へのキーは「付加価値向上」「固定費の削減」「需要予測」

⚫ 固定費人件費の変動費化については「人材シェアリング」について検討

議論

参考：パソナHR HUB

背景：淡路島飲食施設の
採用、配置、教育に課題

共同で人材採用、教育、
定着、評価をすることで

質の向上と適切な配置実施

参考：地域企業人材共同育成事業

成長分野の人材育成を地域の企業間で実施
（共同でモノづくり、研究開発、プロセス伴走等実施）
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人的投資の課題と現状

（資料）持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会報告書～人材版伊藤レポート～
経済産業省 https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/kigyo_kachi_kojo/pdf/20200930_1.pdf

環境変化による経営課題と人材戦略上の課題

２．参考資料：環境変化による人材戦略の課題
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2021年6月6日 日本経済新聞

リカレント教育が浸透しておらず、生産性の低さに繋がっている
政労使が連携した訓練が必要！

学び直しと労働生産性の相関

２．参考資料：リカレント教育の現状

・上位国に共通するのは政労使が連携した訓練の充実

・日本は再教育参加率は35％（OECD平均より５％マイナス）
生産性は上位北欧各国の半分程度
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▼社外の学習・自己啓発個人の社外学習、自己啓発の現状

(資料）パーソル総合研究所 「APAC就業実態・成長意識調査（2019年）」

▼半数以上が社外学習、自己啓発を行っていない

２．参考資料：リカレント教育の現状



ほとんど自社では取り組めていない。
外部連携を検討もしくは取り組んでいるのが80％

99

人財教育が内製化できる企業は少なく外部支援が必要
またあらゆる方が受講できる教育支援が必要

２．参考資料：企業の取り組みの現状
企業の人財教育の現状

▼従業員の能力開発に関する取り組み状況

社内で取り組む, …

社内で取り組む

検討段階, 7.4%

外部との連携を

検討している, 
43.2%

外部との連携に

取り組んでいる
35.0%

自社の現状把

握が出来てい

ない, 14.5%

その他, 
2.7%

調査期間：’19/７/19～９/６
調査対象：経団連企業会員 1,412社
回答状況：有効回答数368社（回答率26.0％）
499人以下19.0％/～999人11.3％/～2,999人28.4％
/～4,999人12.7％/5,000人以上・28.7％

▼規模別・教育研修実施状況

出典：厚生労働省 「令和元年度「能力開発基本調査」より

社内で取り組む 7.7％

53.0 

24.9 

69.0 

33.7 

78.4 

36.2 

88.0 

43.2 

90.3 

56.1 
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30～49人 正社員

社員以外
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300～999人 正社員
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1000人以上 正社員

社員以外

（％）
教育研修（OFF-JT）を実施している事業所

大企業と中小企業、また正社員とそれ以外で
教育を受ける機会に格差がある
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学びの好循環

２．参考資料：学びの好循環の実現にむけて

（資料）関係者の協働による「学びの好循環」の実現に向けて


